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１　令和８年度土木建築局関係事業負担率表

（１）道路事業

国 県 地　　元

5.5/10《5.0/10、5.5/10》{4.5/10} 4.5/10《5.0/10、4.5/10》{5.5/10} －

5.5/10《5.0/10、5.5/10》{4.5/10} 4.5/10《5.0/10、4.5/10》{5.5/10} －

1/2《5.5/10》{4.5/10} 1/2《4.5/10》{5.5/10} －

3/4、2/3、6/10 1/4、1/3、4/10 －

2/3《6/10》 1/3《4/10》 －

1/2(5.5/10)《5.0/10、5.5/10》{4.5/10} 1/2(4.5/10)《5.0/10、4.5/10》{5.5/10} －

3/4、2/3、6/10、5.5/10 1/4、1/3、4/10、4.5/10 －

5.5/10(6/10)[2/3]《6/10》 4.5/10(4/10)[1/3]《4/10》 －

5.5/10 4.5/10 －

15/30 13/30 2/30

15/30 14/30 1/30

15/30 13/30 2/30

15/30 14/30 1/30

補助 1/2 1/2 －

補助 6/10 4/10 －

補助 6/10 4/10 －

補助 5.5/10《1/2》 4.5/10《1/2》 －

補助 2/3《2/3》 1/3《1/3》 －

1/2《5.5/10》 1/2《4.5/10》 －

1/2《6/10》 1/2《4/10》 －

補助 1/2 1/2 －

5.5/10 4.5/10 －

6/10 4/10 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

単独 － 10/10 －

単独 － 9/10 1/10

単独 － 9/10 1/10

単独 － 14/15 1/15

3/4 1/4 －

2/3【7/10】 1/3【3/10】 －

2/3 1/3 －

1/2 1/2 －

沿 道 環 境 2/3 1/3 －

1/2 1/2 －

2/3 1/3 －

注）道路事業の（　）は、地域高規格道路及び基幹道について適用する。［　］は、離島架橋について適用する。

　　《　》は、広域連携事業を除く交付金事業について適用する。

　　｛　｝は、交付金事業のうち広域連携事業について適用する。【　】は、高規格幹線道路について適用する。

【令和７年度以前の債務負担行為の歳出化については、その年度の負担率を適用】

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

道
路
改
良
費

国

道

補助

地
方
道

一 般

水 特

離 島

半 島

特
殊
改
良
費

国　道
一 般

補助
離 島

地方道
一 般

離 島

自 転 車 道 整 備 費 地 方 道

凍 雪 害 防 止 費 国 道 ・ 地 方 道

防 雪 費 国 道 ・ 地 方 道

道 路 災 害 防 除 費 国 道 ・ 地 方 道

除 雪 費 作 業 ・ 機 械

交 通 安 全 施 設 費
一 般

交通安全対策（地区内連携） 国 道 ・ 地 方 道

補助
離 島

無 電 柱 化 推 進 事 業 費 国 道 ・ 地 方 道

道路メンテナンス事業費
一 般

補助
離 島

土砂災害対策道路事業費 国 道 ・ 地 方 道

道路盛土のり面防災対策事業 国 道 ・ 地 方 道

踏 切 道 改 良 計 画 事 業 国 道 ・ 地 方 道

交通安全対策（通学路緊急対策） 国 道 ・ 地 方 道

交 通 安 全 施 設 費

道 路 改 良 費

直
轄
国
道
改
修
費
等
負
担
金

高 速 自 動 車 国 道 建 設 費

道 路 舗 装 費

橋 梁 架 換 費

直轄

新 設 ・ 改 築

交 通 安 全
一 種

二 種

改 築

電 線 共 同 溝

災 害
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（２）河川事業

国 県 地　　元

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

河 川 情 報 基 盤
緊急整備事業費

補助 1/2 1/2 －

都市小河川改修費 市 町 施 行 補助 1/3 1/3 1/3

特 定 都 市 河 川 浸 水 被 害
対 策 推 進 事 業 費 市 町 施 行 補助 1/2 1/4 1/4 

指 定 地 域 補助 1/2 1/2 －

一 般 地 域 補助 1/3 2/3 －

県 施 行 補助 1/3 2/3 －

市 町 施 行 補助 1/3 1/3 1/3

補助 1/2 1/2 －

高 潮 対 策 費 補助 1/2 1/2 －

宅地等水防対策
事 業 費

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 4/10 6/10 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

河道・貯水池 補助 1/3 2/3 －

そ の 他 補助 4/10 6/10 －

補助 1/2 1/2 －

単独 － 10/10 －

7/10 3/10 －

2/3 1/3 －

建 設
機 械

2/3 1/3 －

7/10 3/10 －

2/3 1/3 －

1/2 1/2 －

5.5/10 4.5/10 －

注）「補助・単独」欄が「補助」の事業は、交付金事業を含む。

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

河 川
改 修 費

広 域 河 川 改 修

総 合 流 域 防 災

河 川 メ ン テ ナ ン ス 事 業

住 宅 市 街 地 基 盤 整 備

事 業 間 連 携 河 川 事 業

特 定 都 市 河 川 改 修 事 業

総 合 流 域 防 災

都市基盤河川改修

特定都市河川改修

河 川 環 境
整 備 費

統 合
河 川
環 境
整 備

河 川
浄 化

河 川
利 用
推 進

総 合 流 域 防 災

地 震 ・ 高 潮 対 策 河 川

土 地 利 用 一 体 型 水 防 災

河 川 災 害 復 旧 等 関 連 緊 急 事 業 費

河 川 災 害 関 連
事 業 費

災 害 復 旧 助 成

災 害 関 連

都 市 水 環 境 整 備
河 川 調 査

河 川 等 災 害 特 定 関 連 事 業 費

河 川 等 災 害 関 連 特 別 対 策 事 業 費

河 川 総 合 開 発
事 業 費

河 川 総 合 開 発

治 水 ダ ム 建 設

堰 堤 改 良
事 業 費

ダ ム 施 設 改 良

堰 堤 改 良

長寿命化計画の策定又は変更

災 害

河 川 改 良 費

直
轄
河
川
改
修
費
等
負
担
金

改 修
大 規 模

直轄

そ の 他

改 修 ・ そ の 他

ダ ム

特 定 構 造 物
河 川 工 作 物
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（３）砂防事業

国 県 地　　元

通 常 ・

住 宅 関 連

補助 1/2 1/2 －

渓 流 1/2 1/2 －

一 般 1/2 1/2 －

9.5/20(19.5/40) 9.5/20(19.5/40) 1/20(1/40)

4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

大 規 模 斜 面
緊 急 改 築

4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

そ の 他 2/5(4.5/10) 2/5(4.5/10) 1/5(1/10)

1/2 1/2 －

大 規 模 斜 面 9.5/20 9.5/20 1/20

そ の 他 4.5/10 4.5/10 1/10

大 規 模 斜 面 4.5/10 4.5/10 1/10

そ の 他 2/5 2/5 1/5

1/2 1/2 －

9.5/20 9.5/20 1/20

4.5/10 4.5/10 1/10

1/2 1/2 －

9.5/20 9.5/20 1/20

4.5/10 4.5/10 1/10

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/3 2/3 －

補助 1/3 2/3 －

補助 1/3 2/3 －

補助 2/3 1/3 －

2/3 1/3 －

1/2 1/2 －

大 規 模 斜 面 9.5/20(19.5/40) 9.5/20(19.5/40) 1/20(1/40)

そ の 他 4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

大 規 模 斜 面 4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

そ の 他 2/5(4.5/10) 2/5(4.5/10) 1/5(1/10)

大 規 模 斜 面 9.5/20(19.5/40) 9.5/20(19.5/40) 1/20(1/40)

そ の 他 4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

大 規 模 斜 面 4.5/10(9.5/20) 4.5/10(9.5/20) 1/10(1/20)

そ の 他 2/5(4.5/10) 2/5(4.5/10) 1/5(1/10)

補助 1/2 1/2 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 1/2 1/2 －

補助 5.5/10 4.5/10 －

補助 1/2 1/2 －

単独 － 10/10 －

単独 － 10/10 －

－ 1/2 1/2

政 令 市 － 5/10 5/10

不 交 付 団 体 － 6.25/10 3.75/10

そ の 他 － 7.5/10 2.5/10

直轄 2/3 1/3 －

注）砂防事業の（　）は、崩壊により家屋が半壊以上の被害があるものについて適用

　　地域防災がけ崩れ対策事業で、政令市・不交付団体については、別の負担率を適用

注）「補助・単独」欄が「補助」の事業は、交付金事業を含む。

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

通 常 砂 防 費
補助 1/2 1/2 －

（ 個 別 ・ 総 合 流 域 防 災 ）

離 島 振 興 事 業 （ 総 合 流 域 防 災 ）

地 す べ り 対 策 事 業
補助

（ 個 別 ・ 総 合 流 域 防 災 ）

急傾斜地崩壊
対策事業費

補助

（ 個 別 ・ 総 合
流 域 防 災 ）

一 般

事業間連携
砂防等事業

砂 防 ・ 地 す べ り

補助
急傾斜

公共施設
関 連

一 般

砂防メン
テナンス

事業

砂 防 ・ 地 す べ り

補助
急傾斜

公 共 施 設 関 連

一 般

ま ち づ く
り 連 携 砂
防 等 事 業

砂 防 ・ 地 す べ り

補助
急傾斜

公 共 施 設 関 連

一 般

通 常 砂 防 事 業 （ 情 報 基 盤 ）

地 す べ り 対 策 事 業 （ 情 報 基 盤 ）

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 （ 情 報 基 盤 ）

砂 防 基 礎 調 査 費 （ 総 合 流 域 防 災 ）

地 す べ り 基 礎 調 査 費 （ 総 合 流 域 防 災 ）

急 傾 斜 地 基 礎 調 査 費 （ 総 合 流 域 防 災 ）

災 害 関 連 緊 急 砂 防 事 業 費

災 害 関 連 緊 急
地 す べ り 対 策
事 業 費

渓 流
補助

一 般

災 害 関 連 緊 急
急 傾 斜 地 崩 壊
対 策 事 業 費

公共施設
関 連

補助

一 般

災 害 関 連 急
傾 斜 崩 壊 対 策
特 別 事 業 費

公共施設
関 連

補助

一 般

災 害 関 連 緊 急 雪 崩 対 策 事 業

砂 防 激 甚 災 害 対 策 特 別 緊 急 事 業 費

雪 崩 対 策 事 業 費 （ 総 合 流 域 防 災 ）

特 定 緊 急 砂 防 事 業 費

特 定 緊 急 地 す べ り 対 策 事 業 費

地 す べ り 激 甚 災 害 対 策 特 別 緊 急 事 業

大 規 模 特 定 砂 防 等 事 業

通 常 砂 防 費

地 す べ り 対 策 事 業

急 傾 斜 地
崩 壊 対 策
事 業 費

通常事業・緊急改築事業

単独
災害関連
地域防災
がけ崩れ
対策事業

直 轄 砂 防 事 業
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（４）海岸事業

国 県 地　　元

5/10 4/10 1/10

11/20 8/20 1/20

5/10 4/10 1/10

11/20 8/20 1/20

10/30 17/30 3/30

10/30 18.5/30 1.5/30

4/10 5/10 1/10

5/10 4/10 1/10

11/20 8/20 1/20

5/10 4/10 1/10

11/20 8/20 1/20

10/30 17/30 3/30

10/30 18.5/30 1.5/30

5/10 5/10 －

11/20 9/20 －

直轄 2/3 1/3 －

（５）港湾事業

国 県 地　　元

4/10 3.5/10 2.5/10

5/10 2.5/10 2.5/10

4/10 3.5/10 2.5/10

9/20 6/20 5/20

8/10 2/10 －

6/10 3/10 1/10

1/3 2/3 －

5/10 5/10 －

上 物 5/10 2.5/10 2.5/10

用 地 4/12 5/12 3/12

廃 棄 物
埋 立 護 岸

4/12 5/12 3/12

5/10 2.5/10 2.5/10

1/3 2/3 －

補助 5/10 2.5/10 2.5/10

1/3 2/3 －

5/10 5/10 －

4/10 3.5/10 2.5/10

4/12 5/12 3/12

8/10 2/10 -

6/10 3/10 1/10

5/10 4/10 1/10

単独 － 2/3 1/3

補助 5/10 5/10 －

国際拠点港湾
（外貿に係る
もの）

5.5/10 2.25/10 2.25/10

重 要 港 湾 5.5/10 4.5/10 －

注）「補助・単独」欄が「補助」の事業は、交付金事業を含む。

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

高 潮 対 策 事 業

一 般

補助
離 島

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 （ 一 般 ）

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 （ 離 島 ）

海岸環境整備事業 補助

港 湾 海 岸
保 全 施 設
事 業

高 潮
一 般

広 島 港

補助

そ の 他

離 島

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 （ 離 島 ）

港 湾 海 岸
環 境 整 備 事 業

一 般
補助

離 島

港 湾 海 岸
災 害 関 連 事 業

一 般
補助

離 島

直 轄 海 岸 保 全 施 設 整 備 費 負 担 金

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

港 湾 改 修
事 業

国際拠点
・ 重 要

-5.5 ｍ 以 下 の 小 型 係 留 施 設 関 連

補助

そ の 他

地 方

一 般

広 域 連 携

離 島
水 域 ・ 外 郭

係 留 ・ 臨 港 交 通 施 設

港湾メン
テナンス
事 業

一 般

離 島

港 湾 環 境
整 備 事 業

緑 地 一 般

補助
産業廃棄物(一般廃棄物)
浚 渫 土 ・ 建 設 残 土

海域環境創造
覆 砂 等 及 び 海 浜 整 備

沈 廃 船 処 理

効 果 促 進 事 業

港 湾 補 修 事 業
一 般

補助
離 島

地方創生港整備推進
交 付 金 事 業

一 般

水 域 ・ 外 郭 ・ 係 留
臨 港 交 通 施 設 補助
そ の 他

1/6

離 島

水 域 ・ 外 郭

補助係 留 ・ 臨 港 交 通 施 設

そ の 他

港 湾 改 良 事 業

1/6

国際拠点港湾
臨 港 交 通 施 設

そ の 他

海 岸 メ ン テ ナ ン ス 事 業 （ 一 般 ）

港 湾 災 害 関 連 事 業

直 轄 港 湾
改 修 費 等 負 担 金

航 路 ・ 防 波 堤
係 留 施 設

直轄

4/6
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（６）漁港事業

国 県 地元

5/10 3/10 2/10

外かく・水域施設 5/10 3/10 2/10

けい留輸送用地 5/10 2.5/10 2.5/10

8/10 2/10 ―

6/10 3/10 1/10

5.5/10 4/10 0.5/10

(間接補助)
5/10

5/10

(間接補助)
5/10

（県費補助）
0.1/10

（交付金）
0.9/10

4/10

(直接補助)
5/10

（交付金）
1/10

4/10

5/10 3/10 2/10

(間接補助)
1/2

― 1/2

5/10 4/10 1/10

(間接補助)
1/2

― 1/2

5/10 4/10 1/10

5.5/10 4/10 0.5/10

5/10 4/10 1/10

5.5/10 4/10 0.5/10

10/30 17/30 3/30

10/30 18.5/30 1.5/30

5/10 3/10 2/10

8/10 2/10 ―

6/10 3/10 1/10

5.5/10 4/10 0.5/10

漁 港 改 良 事 業 単独 ― 2/3 1/3

市 町 事 業
指 導 監 督 費

1/2 1/2 ―

0.667 0.333 ―

0.8 0.2 ―

単 県 災 害
復 旧 事 業

単独 ― 10/10 ―

注）「補助・単独」欄が「補助」の事業は、交付金事業を含む。

事業名 区分
負担区分

水 産 流 通 基 盤 整 備 事 業
水産物供給基盤機能保全事業
漁 港 施 設 機 能 強 化 事 業
水 産 生 産 基 盤 整 備 事 業
漁 港 機 能 増 進 事 業

本
土

二 種

補助

三
種

離
島

漁 業 集 落 環 境 整 備 事 業

漁港集落排水施設設備を除く

補助

漁 業 集 落 排 水
施　 設　 整 　備

※下水道事業債として
起債充当される施設

地方創生汚水処理施設整備
推 進 交 付 金

漁 港 環 境 整 備 事 業

本

土

一 般
補助

市 町 補 助

離

島

一 般
補助

市 町 補 助

漁港海岸保全施設整備事業
（ 高 潮 ）

一 般

補助

離 島

漁港海岸保全施設整備事業
（ 海 岸 メ ン テ ナ ン ス ）

一 般

離 島

漁 港 海 岸 環 境 整 備 事 業
環境
整備

一 般

離 島

地 方 創 生 港 整 備 推 進
交 付 金 事 業

本 土

補助離

島

外 か く ・ 水 域 施 設

け い 留

輸 送 ・ 用 地

災 害 復 旧
事 業

一 般
補助

離 島
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（７）都市計画事業

国 県 地　　元

補助 1/2(5.5/10) － 1/2(4.5/10)

16.5/30 9.5/30（11.5/30） 4/30（2/30）

15/30(16.5/30) 13/30(11.5/30)

単独 － 9/10(26/30) 1/10(4/30)

1/3 2/3 －

1/2 1/2 －

単独 － 10/10 －

直轄 2/3 1/3 －

2/3 0.5/3 0.5/3

1/2 0.5/2 0.5/2

1/2 0.5/2 0.5/2

単独 － 1/2 1/2

補助 10/10 － －

補助 1/2(1/3) － 1/2(2/3)

補助 1/2(5.5/10)

貸付 1/2

補助 1/3

（８）市街地再開発事業

国 県 地　　元

市　町：1/6

組合等：2/6

市　町：1/6

施行者：2/6

10/10 － －

（９）住宅事業

国 県 地　　元

補助 4.5/10(1/2) 5.5/10(1/2) －

補助 4.5/10(1/2) － 5.5/10(1/2)

補助 10/10 － －

補助 10/10 － －

補助 10/10 － －

補助 1/2(1/3、2/4)

補助 1/2(1/3) － 1/2(2/3)

補助 1/2(1/3)

補助 2/4 1/4 1/4

補助 10/10 － －

補助 1/2(1/3) － 1/2(2/3)

補助 1/2(1/3) － 1/2(2/3)

補助 1/2(1/3) － 1/2(2/3)

（10）災害復旧事業

国 県 地　　元

0.667 0.333 －

0.8 0.2 －

単独 － 10/10 －

補助 10/10 － －

補助 1/2 1/2 －

（11）空港事業

国 県 地　　元

単独 － 10/10 －

直轄 2/3 1/3×8/10 1/3×2/10

単独 － 1/2 1/2

注）「補助・単独」欄が「補助」の事業は，交付金事業を含む。

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

公 共 団 体 土 地 区 画 整 理 事 業

街路事業 補助

15/30(16.5/30) 13/30(11.5/30) 2/30

16.5/30 11.5/30
2/30

街 路 事 業

都 市 公 園 事 業
用 地 及 び 補 償

補助
施 設

都 市 公 園 事 業
直 轄 公 園 整 備 費
負 担 金

新 設

流 域 下 水 道 事 業
処 理 場

補助

管 渠 等

公 共 関 連 単 独 流 域 下 水 道 事 業

市 町 都 市 計 画 事 業 指 導 監 督 費

都 市 再 生 土 地 区 画 整 理 事 業

組 合 土 地 区 画 整 理 事 業 費 1/2(4.5/10)

組 合 土 地 区 画 整 理 貸 付 事 業 費 1/2

宅 地 耐 震 化 推 進 事 業 2/3

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

市街地再開発事業費

組 合 等 施 行

補助

2/6 1/6

個 人 施 行 2/6 1/6

指 導 監 督

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

住 宅 建 設 事 業

住 宅 建 設 事 業

住 宅 建 設 事 業
指 導 監 督 事 務 費
住 宅 市 街 地 総 合 整 備
事 業 指 導 監 督 事 務 費
住 宅 市 街 地 基 盤 整 備
事 業 指 導 監 督 事 務 費
住 宅 ・ 建 築 物 耐 震 改 修 事 業 1/2(2/3、1/4)

住 宅 ・ 建 築 物 ア ス ベ ス ト 改 修 事 業

災害危険区域内建築物防災改修等事業 1/2(2/3)

が け 地 近 接 等 危 険 住 宅 移 転 事 業
が け 地 近 接 等 危 険 住 宅
移 転 事 業 指 導 監 督 事 務 費
建 築 物 火 災 安 全 改 修 事 業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

住 宅 ・ 建 築 物 省 エ ネ 改 修 推 進 事 業

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

災 害 復 旧 事 業 費

一 般
補助

離 島

－

市 町 指 導 監 督 事 務 費

広 島 ヘ リ ポ ー ト 整 備 事 業

査 定 設 計 委 託 費

事　　　　業　　　　名 区分
負　　担　　区　　分

空 港 建 設 事 業

直 轄 空 港 建 設 費 負 担 金
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２ 土木建築局関係行政委員会等 

(1) 行政委員会 

名   称   広島県収用委員会 

任   務   公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用並びに損失の補償等に関する裁

決等を行う。 

根 拠 法   土地収用法 

構 成 等   委員７人及び予備委員で構成し、任命については県議会の同意を要する。 

所 管 課   土木建築局 土木建築総務課 

 

(2) 附属機関 

① 名   称  広島県公共事業評価監視委員会 

  任   務  知事の諮問に応じ、公共事業の事業評価について調査審議すること。 

  根 拠 法  広島県附属機関設置条例 

  構 成 等  公共事業の事業評価に関し識見を有する者６人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 土木建築総務課 

   

② 名   称  広島県建設工事紛争審査会 

  任   務  建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るためのあっせん、調停及び仲裁を

行う。このうち審査会の行った仲裁判断は、確定判決と同じ効力を有する。 

  根 拠 法  建設業法 

  構 成 等  人格高潔、識見の高い者（委員 15 人以内及び特別委員）で構成 

  所 管 課  土木建築局 土木建築総務課 

   

③ 名   称  広島県漁業補償調停委員会 

任   務  漁業補償に関して当事者間の公正な調整を図り、公共性の高い事業の円滑な推進

と漁業従事者の生活再建に寄与する。 

  根 拠 法  広島県漁業補償調停委員会設置条例 

  構 成 等  学識経験を有する者７人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 土木建築総務課 

 

④ 名   称  広島県あっせん委員 

任   務  土地の収用又は使用ができる事業の用に供するための土地等の取得に関する紛争

についてあっせんを行うこと。 

  根 拠 法  土地収用法 

  構 成 等  収用委員会が推薦する収用委員会の委員１名、学識経験者４名の計５名で構成 

  所 管 課  土木建築局 土木建築総務課 

 

⑤ 名   称  広島県仲裁委員 

任   務  土地の収用又は使用ができる事業の用に供するための土地等の取得に関する紛争

（土地等に係る対償のみに関するものに限る。）について仲裁を行うこと。 

  根 拠 法  土地収用法 

  構 成 等  収用委員会がその委員の中から推薦する者３名で構成 

  所 管 課  土木建築局 土木建築総務課 
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⑥ 名   称  広島県公共工事入札監視委員会 

任   務  県が発注する建設工事等の入札及び契約手続の運用状況等について調査審議する

ことにより、入札・契約過程及び内容について、その透明性を確保する。 

  根 拠 法  広島県公共工事入札監視委員会設置条例 

  構 成 等  学識経験を有する者５人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 建設産業課 

 

⑦ 名   称  広島県土地収用事業認定審議会 

  任   務  知事が事業認定に関する処分を行うとき、知事の諮問により事業認定の可否につ

いて調査審議し、意見を述べる。 

  根 拠 法  土地収用法 

  構 成 等  学識経験を有する者７人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 用地課 

 

⑧ 名   称  広島県水防協議会 

  任   務  広島県の水防計画その他水防に関する重要事項について調査審議し、及び関係機

関に対する意見陳述を行う。 

  根 拠 法  水防法 

構 成 等  会長１人並びに関係行政機関の職員、水防に関係のある団体の代表者及び学識経

験のある者からなる委員 15 人で構成 

  所 管 課  土木建築局 道路河川管理課 

 

⑨ 名   称  広島県土木建築局広島空港アクセス等情報システム公募型プロポーザル選定委員

会 

任   務  知事の諮問に応じ、公募型プロポーザル方式による契約の相手方の選定に関する

事項について調査審議する。 

根 拠 法  広島県附属機関設置条例 

  構 成 等  広島県職員、空港アクセス及び空港運営に関する専門的知識を有する者をもって 5

人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 空港振興課 

 

⑩ 名   称  広島県海域利用審査会 

任   務  海域の活用及び保全に関する重要事項を調査審議する。また、海域の使用につい

て知事が許可するに際し、知事の諮問に応じ、意見答申する。 

  根 拠 法  広島の海の管理に関する条例 

  構 成 等  学識経験を有する者 10 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 港湾振興課 

 

⑪ 名   称  広島県広島港地方港湾審議会 

  任   務  広島港に関する重要事項の調査審議を行う。 

  根 拠 法  港湾法 

構 成 等  学識経験のある者、港湾関係者、県議会及び関係市町議会の議員、国の関係行政

機関の職員、県及び関係市町の職員計 30 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 港湾漁港整備課 
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⑫ 名   称  広島県尾道糸崎港地方港湾審議会 

任   務  尾道糸崎港に関する重要事項の調査審議を行う。 

  根 拠 法  港湾法 

構 成 等  学識経験のある者、港湾関係者、県議会及び関係市町議会の議員、国の関係行政

機関の職員、県及び関係市町の職員計 25 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 港湾漁港整備課 

 

⑬ 名   称  広島県福山港地方港湾審議会 

任   務  福山港に関する重要事項の調査審議を行う。 

  根 拠 法  港湾法 

構 成 等  学識経験のある者、港湾関係者、県議会及び関係市町議会の議員、国の関係行政

機関の職員、県及び関係市町の職員計 20 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 港湾漁港整備課 

   

⑭ 名   称  広島県都市計画審議会 

任   務  都市計画法によりその権限に属させられた事項及び知事からの諮問事項を調査審

議し、また関係行政機関に建議する。 

根 拠 法  都市計画法 

構 成 等  学識経験者、関係行政機関の職員、市町長の代表者、県議会議員、市町議会の議

長の代表者をもって 30 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 都市計画課 

 

⑮ 名   称  広島県屋外広告物審議会 

任   務  知事の諮問に応じ、屋外広告物に関する重要事項を調査審議する。 

根 拠 法  広島県屋外広告物条例 

構 成 等  県関係吏員、県商工会議所連合会関係者、県観光連盟関係者、屋外広告物の広告

業者、学識経験者をもって 13 人以内で構成 

所 管 課  土木建築局 都市計画課 

 

⑯ 名   称  広島県開発審査会 

任   務  開発行為等に関する処分若しくは不作為又は監督処分についての審査請求に対す

る裁決及び市街化調整区域における開発行為等で、知事が諮問した事項について

審議する。 

  根 拠 法  都市計画法 

構 成 等  法律、経済、都市計画、建築、公衆衛生又は行政に関し、すぐれた経験と知識を

有する者７人で構成 

  所 管 課  土木建築局 都市環境整備課 

 

⑰ 名   称  広島県建築審査会 

任   務  建築基準法に規定する同意及び審査請求に対する裁決についての議決、並びに特

定行政庁の諮問に応じて重要事項を調査審議する。 

根 拠 法  建築基準法 

構 成 等  法律、経済、建築、都市計画、公衆衛生又は行政に関し学識経験のあるもの７人

で構成 

所 管 課  土木建築局 建築課 
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⑱ 名   称  広島県建築士審査会 

任   務  建築士法の規定に基づき、二級及び木造建築士試験に関する事務をつかさどると

ともに、知事が行う処分のうち一定のものについての同意等同法によりその権限

に属させられた事項を処理する。 

  根 拠 法  建築士法 

構 成 等  建築士又は学識経験者をもって８人で構成 

所 管 課  土木建築局 建築課 
 

⑲ 名   称  広島県県営住宅管理等審議会 

任   務  知事の諮問に応じ、県営住宅入居者の選考に関する事項のほか県営住宅等の整備

及び管理に関する重要事項を調査審議する。 

  根 拠 法  広島県県営住宅設置、整備及び管理条例 

  構 成 等  県市町関係吏員、学識経験者、公益代表者若干名で構成 

  所 管 課  土木建築局 住宅課 
 

⑳ 名   称  広島県建築設計者選定委員会 

任   務  知事の諮問に応じ、県の発注する建築設計業務において、技術提案又は設計提案

の内容等に基づき契約の相手方を選定するための審査をする。 

  根 拠 法  広島県附属機関設置条例 

  構 成 等  広島県職員、関係行政機関の職員、学識経験する者をもって 30 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 営繕課 

 

㉑ 名   称  広島県土木建築局３Ｄ都市モデルを活用したユースケース開発公募型プロポーザ

ル選定委員会 

任   務  知事の諮問に応じ、公募型プロポーザル方式による契約の相手方の選定に関する

事項について調査審議する。 

根 拠 法  広島県附属機関設置条例 

  構 成 等  広島県職員、三次市に関する専門的知識を有する者をもって 10 人以内で構成 

  所 管 課  土木建築局 都市計画課 
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小林　秀矩

備　考

土木建築局長

会計管理者

常勤 理 事 沖邉　竜哉

組織の概要

理 事 城田　俊彦 常勤 理 事 梅田　泰生

理 事 福田　幸作 常勤 理 事 藤田　士郎

理 事

商工労働局長

監 事 山田　正彦

理 事

常務理事 黒川　幸雄

（３）　県が資本金の四分の一以上を出資している法人（令和８年４月１日現在）

基本情報

法人の名称 広島県土地開発公社 所 管 課 土木建築局用地課

所　在　地 広島市中区大手町二丁目11番15号 設立登記 昭和48年３月31日

基本財産等の額 ３０，０００千円 ３０，０００千円 県出資比率 １００％

役・職員の状況

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ４ 人 ０ 人 ４ 人 ０ 人

５ 人

常 勤 職 員 数 ９ 人 ３ 人 ０ 人 ６ 人

非 常 勤 役 員 数 ９ 人 ３ 人 １ 人

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

理 事 長 藤原　直樹 常勤 理 事 西本　尚士

監 事 青木　龍一

冨永　健三

理 事 下森　宏昭

県以外の出資者 なし

設 立 目 的
公共用地、公用地等の取得・管理・処分等を行うことにより、地域の秩序ある整備と県民福祉の増進に寄与す
る。

業 務 概 要
１　公有地取得事業
２　土地造成事業
３　附帯等事業

区　分 役職員数 備　考

うち県出資額

理 事

事務局長

総 務 部

用 地 部

総務課

（７人）

統合事務局（土地開発公社、道路公社、住宅供給公社）

理 事 長

理 事 監 事

常務理事
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うち県出資額

県以外の出資者 なし

設 立 目 的
　有料道路の新設、維持修繕その他の管理を総合的、効率的に行うことにより幹線道路の整備を促進して交通
の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与する。

業 務 概 要 　有料道路の新設、改築、維持修繕その他の管理及びこれに附帯する業務を行う。

区　分 役職員数 備　考

備　考

常務理事 福田　幸作 常勤

組織の概要

常務理事 城田　俊彦 常勤 監 事 山田　正彦 会計管理者

常務理事 黒川　幸雄 常勤 監 事 青木  龍一

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

理 事 長 藤原　直樹 常勤 理 事 藤田　士郎 土木建築局長

常 勤 職 員 数 １７ 人 ８ 人 ２ 人 ７ 人

役・職員の状況

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ４ 人 ０ 人 ４ 人 ０ 人

基本情報

法人の名称 広島県道路公社 所 管 課 土木建築局道路河川管理課

所　在　地 広島市中区大手町二丁目11番15号 設立登記 昭和56年３月30日

基本財産等の額 ３，８５０，０００千円 ３，８５０，０００千円 県出資比率 １００％

非 常 勤 役 員 数 ３ 人 ２ 人 ０ 人 １ 人

維持管理課（５人）

安芸灘大橋有料道路管理事務所（２人）

総務課（７人）

理 事 長

監 事

総務部長

道路部長

理 事

統合事務局（土地開発公社、道路公社、住宅供給公社）

常務理事

事務局長
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常勤

理 事 野曽原 悦子

組織の概要

副理事長 小松 康二 常勤 監 事 山田 正彦 会計管理者

理 事 安部 学 土木建築局付（部長） 常勤 監 事 藤岡 康一

理 事 穐丸 清孝 土木建築局付（部長） 

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

理 事 長 友道 康仁 常勤 監 事 濱田 芳弘

常 勤 職 員 数 ７７ 人 １８ 人 ０ 人 ５９ 人

非 常 勤 役 員 数 ４ 人 １ 人 ０ 人 ３ 人

常 勤 役 員 数 ４ 人 ２ 人 １ 人 １ 人

基本財産等の額 ９３，２０４，６００千円 ４６，６０２，３００千円 県出資比率 ５０％

役・職員の状況

県以外の出資者 広島市（46,602,300千円、50％）

設 立 目 的

　広島市の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を徴収することができる指定
都市高速道路の新設、改築、維持、修繕、その他の管理を総合的かつ効率的に行うこと等により、この地域
の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、もって住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄
与することを目的とする。

業 務 概 要

１ 広島市の区域及びその周辺の地域において、その通行又は利用について料金を徴収することができる
指定都市高速道路の新設、改築、維持、修繕、災害復旧その他の管理。
２ 国、地方公共団体、西日本高速道路株式会社若しくは他の道路公社（以下「国等」という。）の委託に
基づく指定都市高速道路の管理と密接な関連のある道路の管理。
３ 指定都市高速道路の円滑な交通を確保するために必要な休憩所等の建設及び管理。
４ 国等の委託に基づく道路に関する調査、測量、設計、試験及び研究。
５ 指定都市高速道路の新設又は改築と一体として建設することが適当であると認められる事務所、店舗、
倉庫等の建設及び管理。
６ 委託に基づき、指定都市高速道路の新設又は改築と一体として建設することが適当であると認められる
事務所等の建設及び管理。

備　考県職員 元県職員 その他区　分 役職員数

うち県出資額

基本情報

法人の名称 広島高速道路公社 所 管 課 土木建築局道路河川管理課

所　在　地 広島市東区温品一丁目８番23号 設立登記 平成９年６月３日

備　考

企画調査課（ ９人）

技術管理課（ ３人）

交通管理課（１４人）

総 務 課（１３人）
理 事 長

企画調査部長

建 設 部 長

保 全 課（１３人）

用 地 課（ ５人）

建設第一課（ ８人）

建設第二課（ ７人）

理 事

総 務 部 長

保全管理部長

監 査 室（ ２人）

副理事長

監 事

（理事が兼務）

125



取 締 役

取 締 役

新村　貴史

中西　賢也

土木建築局　空港港湾担当部長

組織の概要

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ５ 人 ０ 人 ２ 人 ３ 人

役・職員の状況

基本情報

法人の名称 (株)ひろしま港湾管理センター 所 管 課 土木建築局港湾振興課

所　在　地 広島市南区宇品海岸一丁目13番13号 設 立 登 記 平成２年４月２日

うち県出資額基本財産等の額 １，０００，０００千円 ５１０，０００千円 県出資比率 ５１％

人 １ 人 ０ 人 ８ 人

常 勤 職 員 数 ２８ 人 ２ 人 １ 人 ２５ 人

非 常 勤 役 員 数 ９

役　職 氏　　名 県職員である者 備考 役　職 氏　　名 県職員である者 備考

代表取締役社長 甲田　良憲 常勤 取 締 役 柳瀬　正治

常 務 取 締 役 山中　裕之 常勤 取 締 役 佐藤　浩之輔

常 務 取 締 役 縄谷　一久 常勤 取 締 役 内堀　達也

常 務 取 締 役 中下　達司 常勤 常 勤 監 査 役 清水　和則 常勤

取 締 役 伊藤　敬一 監 査 役 新井　幸司

監 査 役 宮﨑　誠克

監 査 役 植田　紘吉

備　考

県以外の出資者
広島市（90,000千円、9.0％）、ヤマハ発動機株式会社（52,000千円、5.2％）
株式会社広島銀行（30,000千円、3.0％）、マツダ株式会社（30,000千円、3.0％）
株式会社もみじ銀行（23,000千円、2.3％）、株式会社中国新聞社（20,000千円、2.0％）　など15団体

設 立 目 的 広島県管理港湾施設の管理・運営を行う。

業 務 概 要

１　港湾施設、漁港施設、公共海岸及びこれらに準ずる又は付帯する公共施設等の維持管理及び運営
２　港湾施設、漁港施設及びこれらに準ずる又は付帯する施設等の整備、保有、賃貸、維持管理及び運営
３　国際拠点港湾広島港における埠頭群の運営
４　港湾施設の利用促進に寄与する集荷促進に関する業務　外

区　分 役職員数 備　考

（コンテナターミナル運営部）

（企画統括部）

（港湾サービス部）

（マリーナ振興部）

（常勤監査役）

担当 （３名）

企画統括チーム （６名）

営業技術チーム （３名）常務取締役

常務取締役

常務取締役

港営チーム （４名）

営業推進チーム （３名）

福山営業所・松永詰所

（４名）

管理チーム （５名）

五日市FA （１名）

※営業推進チームと兼務

代表取締役社長
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基本情報

法人の名称 所 管 課

所 在 地 設立登記

広島県住宅供給公社

広島市中区大手町二丁目11番15号

土木建築局住宅課

昭和41年３月31日

基本財産等の額 １０，０００千円 ８，３００千円 県出資比率 ８３．０％

役・職員の状況

県以外の出資者 広島市（700千円）、呉市（500千円）、福山市（250千円）、三原市（150千円）、尾道市（100千円）

設立目的

業務概要

うち県出資額

１　住宅の建設、賃貸、管理及び譲渡
２　宅地の賃貸、管理及び譲渡

県民の住生活の安定を図るため、住宅の建設、経営及び賃貸管理を行う。

県職員 元県職員 その他

常 勤 役 員 数 ４ 人 ０ 人 ４ 人 ０ 人

区　分 役職員数

非 常 勤 役 員 数 ６ 人 ３ 人 ０ 人 ３ 人

常 勤 職 員 数 ２６ 人 ４ 人 ５ 人 １７ 人

役 職 氏　　名 県職員である者 備考 役 職 氏　　名 県職員である者 備考

理 事 長 藤原　直樹 常勤 理 事 木村　成弘 都市建築技術審議官

常務理事 黒川　幸雄 常勤 理 事 金澤　正裕

常務理事 福田　幸作 常勤 監 事 山田　正彦 会計管理者

理 事 城田　俊彦 常勤 監 事 藤岡　康一

理 事 福知　基弘

理 事 藤田　士郎 土木建築局長

組織の概要

備　考

備　考

理事長

理 事

事務局長

総務部（８人）

住宅部（17人）

経営企画監

監 事

理 事

統合事務局（土地開発公社、道路公社、住宅供給公社）

総務課（７人）

分譲促進・事業推進担当

（４人）

住宅管理・入居促進担

当（３人）
建築営繕担当（２人）

㈱広島県住宅管理

センター（３人）

常務理事
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